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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの資源消費システムの動作を制御するための制御ユニットであって、
　少なくとも１つの在室センサーと、
　処理システムであって、
　　試験期間中に前記少なくとも１つの在室センサーから読取り値を受け取り、
　　前記読取り値から得られた情報を少なくとも１つの基準閾値と比較して、前記試験期
間中に前記１つまたは複数の在室センサーが前記制御ユニットが設置されている居住空間
の在室を高い信頼性で判定するかどうか確認し、
　　前記試験期間中に前記１つまたは複数の在室センサーが居住空間の在室を高い信頼性
で判定した場合、前記制御ユニットの不在状態機能を有効にするように構成される処理シ
ステムとを備える制御ユニット。
【請求項２】
　前記不在状態機能が、前記少なくとも１つの在室センサーによって取得された読取り値
に基づいて、前記制御ユニットが設置されている前記居住空間に対する非在室状態を示す
不在状態基準が満たされている前記処理システムによる判定時に前記制御ユニットを不在
状態動作モードに入らせる、請求項１に記載の制御ユニット。
【請求項３】
　前記制御ユニットはハウジングをさらに備え、前記処理システムは前記ハウジング内に
配置されるとともに、ユーザーインターフェイスに接続され、前記処理システムは、周囲
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の空気温度を測定するために、１つまたは複数の温度センサーと動作可能に通信し、設定
温度値を決定するための前記ユーザーインターフェイスを含む１つまたは複数の入力デバ
イスと動作可能に通信し、さらに、前記資源消費システムに含まれる、暖房、換気、およ
び空調（ＨＶＡＣ）システムと動作可能に通信して、測定された室温と前記設定温度値と
の比較に少なくとも部分的に基づいて前記ＨＶＡＣシステムを制御するように構成される
、請求項２に記載の制御ユニット。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの在室センサーが、パッシブ赤外線センサー（ＰＩＲ）を含む、請
求項１に記載の制御ユニット。
【請求項５】
　前記基準閾値が、前記制御ユニットの前記少なくとも１つの在室センサーによって在室
情報が容易に検知される前記居住空間上の位置に前記制御ユニットが配置されているかど
うかを確認するために使用される、請求項１に記載の制御ユニット。
【請求項６】
　前記試験期間が、前記居住空間内への前記制御ユニットの設置時に自動的に開始される
、請求項１に記載の制御ユニット。
【請求項７】
　前記試験期間が、約５日～８日を含む、請求項１に記載の制御ユニット。
【請求項８】
　資源消費システムのために制御ユニットが不在状態機能を有効にすることを許可する方
法であって、
　試験期間中に少なくとも１つの在室センサーから読取り値を受け取るステップと、
　前記制御ユニットの処理システムを使用して、前記読取り値から得られた情報を少なく
とも１つの基準閾値と比較して、前記試験期間中に前記１つまたは複数の在室センサーが
前記制御ユニットが設置されている居住空間の在室を高い信頼性で判定するかどうか確認
するステップと、
　前記制御ユニットの前記処理システムを使用して、前記試験期間中に前記1つまたは複
数の在室センサーが居住空間の在室を高い信頼性で判定した場合、前記制御ユニットの不
在状態機能を有効にするステップとを備える方法。
【請求項９】
　前記不在状態機能が、前記少なくとも１つの在室センサーによって取得された読取り値
に基づいて、前記制御ユニットが設置されている前記居住空間に対する非在室状態を示す
不在状態基準が満たされているという前記処理システムによる判定時に前記制御ユニット
を不在状態動作モードに入らせる、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記制御ユニットはハウジングをさらに備え、前記処理システムは前記ハウジング内に
配置されるとともに、ユーザーインターフェイスに接続され、前記処理システムは、周囲
の空気温度を測定するために、１つまたは複数の温度センサーと動作可能に通信し、設定
温度値を決定するための前記ユーザーインターフェイスを含む１つまたは複数の入力デバ
イスと動作可能に通信し、さらに、前記資源消費システムに含まれる、暖房、換気、およ
び空調（ＨＶＡＣ）システムと動作可能に通信して、測定された室温と前記設定温度値と
の比較に少なくとも部分的に基づいて前記ＨＶＡＣシステムを制御するように構成される
、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの在室センサーが、パッシブ赤外線センサー（ＰＩＲ）を含む、請
求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記基準閾値が、前記制御ユニットの前記少なくとも１つの在室センサーによって在室
情報が容易に検知される前記居住空間上の位置に前記制御ユニットが配置されているかど
うかを確認するために使用される、請求項８に記載の方法。
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【請求項１３】
　前記試験期間が、前記居住空間内への前記制御ユニットの設置時に自動的に開始される
、請求項８に記載の方法。
【請求項１４】
　前記試験期間が、約５日～８日を含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１５】
　少なくとも１つの資源消費システムの動作を制御するための制御ユニットであって、
　ハウジングと、
　前記ハウジング内に配置されるとともに、ユーザーインターフェイスと動作可能に通信
するように構成される処理システムと、
　前記処理システムと動作可能に通信する少なくとも１つの在室センサーであって、前記
制御ユニットが前記少なくとも１つの在室センサーによって取得された読取り値に基づい
て、前記資源消費システムが設置されている居住空間に対する非在室状態を示す不在状態
基準が満たされているという前記処理システムによる判定時に、不在状態動作モードが有
効にされる不在状態機能を含む少なくとも１つの在室センサーとを備え、
　前記処理システムは、ユーザー入力を必要とせずに、前記資源消費システムが設置され
た前記居住空間に対する前記不在状態機能を有効にするかどうかを自動的に判定するよう
にさらに構成され、
　前記判定が、
　　試験期間中に前記少なくとも１つの在室センサーから読取り値を受け取り、
　　前記試験期間の読取り値から得られた情報を基準閾値と比較して、前記試験期間中に
前記少なくとも１つの在室センサーによって十分正確な在室状態の指標が検知されたかど
うかを確認し、
　　前記試験期間中に、前記十分正確な在室状態の指標が検知されたと判定される場合に
のみ、前記不在状態機能を有効にすることを含む、制御ユニット。
【請求項１６】
　前記ユーザーインターフェイスが前記ハウジング内に含まれる、請求項１５に記載の制
御ユニット。
【請求項１７】
　前記資源消費システムがエネルギー消費システムであり、前記不在状態動作モードが少
なくとも１つの省エネルギーモードを含む、請求項１５に記載の制御ユニット。
【請求項１８】
　前記制御ユニットがサーモスタットであり、前記資源消費システムがＨＶＡＣシステム
であり、前記省エネルギーモードが自動設定温度セットバックである、請求項１７に記載
の制御ユニット。
【請求項１９】
　前記読取り値が前記試験期間中に保存され、前記試験期間の読取り値から得られた前記
情報を前記基準閾値と比較することが、いくつかの保存された読取り値をいくつかの保存
された読取り値の閾値と比較することを含む、請求項１５に記載の制御ユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　本願は、本発明の譲受人に譲渡された出願である２０１１年１０月２１日出願の米国特
許仮出願第６１／５５０，３４５号、２０１１年１０月２１日出願の米国特許仮出願第６
１／６２７，９９６号、および２０１１年１０月２１日出願の米国特許出願第１３／２７
９、１５１号のＰＣＴ出願であり、これらの出願の利益を主張する。これらの出願特許は
、それぞれ、参照によって本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本特許明細書は、エネルギー消費システムまたは他の資源消費システムのモニタリング
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および制御システム、ならびに方法に関する。さらに具体的には、本特許明細書は、エネ
ルギー消費システム、家庭用デバイス、または他の資源消費システムの動作を管理する制
御ユニットに関し、暖房、換気、および空調（ＨＶＡＣ）システムの動作を管理するサー
モスタット用の電子ディスプレイ装置を有効にする方法を含む。
【背景技術】
【０００３】
　より新しく、より多くの持続可能なエネルギー供給源の開発に向けて多くの努力が続け
られており注目を集めているが、世界のエネルギーの未来にとって、エネルギー効率の向
上によるエネルギーの保全が極めて重要である状況が続いている。米国エネルギー省の２
０１０年１０月の報告によれば、暖房と冷房とが、典型的な米国の住居におけるエネルギ
ー使用の５６％を占め、これが、ほとんどの住居における最大のエネルギー費用となって
いる。住居の冷房と暖房に関連する施設の改善（例えば、断熱の改善、より効率の良いボ
イラー）と共に、住居の冷房と暖房設備のより優れた制御および調節により、エネルギー
効率の実質的な向上が実現できる。うまく選択された時間間隔、および注意深く選択され
た動作レベルになるように、暖房、換気、および空調（ＨＶＡＣ）設備を有効にすること
により、在室者にとって適度に快適な居住空間を維持しながら、実質的なエネルギー節約
が可能となる。
【０００４】
　エネルギースター（米国）およびＴＣＯ（欧州）基準を考慮して、近年、プログラム可
能なサーモスタットがますます普及してきており、このサーモスタットは、個別に操作で
きるＨＶＡＣシステム用として、設定できる種類の数の点でかなり進歩してきた。一部の
プログラム可能なサーモスタットは、標準的なデフォルトプログラムが組み込まれている
。さらに、ユーザーは、製造業者のデフォルト設定を調節して、ユーザー自身のエネルギ
ー使用方法に最適化できる。理想的には、就寝、起きている時間、および非在室期間、の
観点から日常の在室者の挙動を正確に反映するスケジュールが使われる。しかし、多くの
サーモスタットをプログラムするのが困難であるために、スケジュールは、在室者の日常
の挙動を正確に反映していない。例えば、スケジュールは、一部の日常の非在室期間を把
握できない。さらに、サーモスタットに適切なスケジュールがプログラムされている場合
でも、必然的に、日常の挙動から乖離がある。ユーザーは、家を出るとき、サーモスタッ
トを手動でセットバックし、帰宅時にスケジュールを再開することができるが、多くのユ
ーザーは、決してまたは滅多にこのような作業をしない。従って、非在室の間、サーモス
タットが自動的に設定温度をセットバックできれば、エネルギーおよびコストを節約する
チャンスが存在することになる。
【０００５】
　米国特許出願公開第２０１０／００１９０５１Ａ１号は、在宅時の分析または最新パタ
ーンに基づいて、不在状態時のサーモスタット装置の機能の無効化を記載している。この
文献は、「安全時間」、例えば、ホテルまたはモーテルの部屋での夜間の時間中、在宅時
の条件を維持する要求が、パターン認識分析に基づいて緩和されることを記載している。
典型的な例では、数分未満の「ヒステリシス（ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ）」期間を、運動セ
ンサーに組み込み、何らかの運動を検出したかまたは信号を受信した後に、少しの期間、
在室に設定できる。長いヒステリシス期間は、夕刻および夜間の時間などの安全時間中に
使用できる。留意点は、主に、在室者が不在状態から帰宅するときを高い信頼性で検出す
ることにある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、（ｉ）公知の検知および処理方法を使用して実現可能な省エネルギー技術、お
よび（ｉｉ）このような省エネルギー技術を実装するデバイスの実際の広範なユーザーに
よる採用およびユーザーの日常の作業および環境中へのこれらのデバイスの組み入れの間
の境界で、重要な課題が生ずる。ユーザーと省エネルギー装置の間の「最初の接触」、お
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よびその省エネルギー装置を使用したユーザーの最初の２、３日／週の体験が、とりわけ
簡単で楽しく快適な体験になるか、あるいは、ユーザーが、例えば、拡張機能を切ること
（常習的に、サーモスタットを「一時的」マニュアル切り替えモードに設定することなど
）により、または販売業者に返却して、古い装置、または「より複雑でない」装置に戻し
てしまうことにより、すぐに、装置およびその省エネルギーの利点の「スイッチを切る」
か、またはそれらから「そっぽを向く」可能性があることが、特に重要であることがわか
った。さらにはっきり言えば、環境関連技術の道には、省エネ効果は確実であるものの、
自家所有者が使用を避ける、無駄な装置やシステムが散乱している。この後でさらに記載
される１以上の実施形態により、少なくとも部分的に対処される、簡単かつ快適で使い勝
手のよいように住居に採用されるための、インテリジェントな、多重検知対応のネットワ
ーク接続型の省エネルギー装置を提供することに関し、１つ以上の問題が生じる。本教示
を考慮すれば当業者には明らかと思われるような他の問題も生ずる。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　一実施形態では、サーモスタットが提供される。このサーモスタットは、ハウジングと
、当該ハウジング内に配置された処理システムとを含むことができる。処理は、ユーザー
インターフェイスに接続され、周囲の空気温度を測定するために、１つ以上の温度センサ
ーと動作可能に通信するように構成できる。また、処理システムは、設定温度値を決める
ために、ユーザーインターフェイスなどの１つ以上の入力デバイスと動作可能に通信でき
る。処理システムは、さらに、測定された室温と設定温度値との比較に少なくとも部分的
に基づいて、暖房、換気、および空調（ＨＶＡＣ）システムと動作可能に通信し、ＨＶＡ
Ｃシステムを制御できる。
【０００８】
　また、サーモスタットは、処理システムと動作可能に通信する少なくとも１つの在宅セ
ンサーを含むことができる。サーモスタットは、サーモスタットが設置されている居住空
間のために、少なくとも１つの在室センサーによって取得された読取り値に基づいて、非
在室状態を示す不在状態基準が満たされたと処理システムが判定するときに、サーモスタ
ットが不在状態動作モードに入る不在状態機能を備えることができ、不在状態動作モード
は、自動設定温度セットバックモードを含むことができる。
【０００９】
　一実施形態では、処理システムは、サーモスタットが設置されている居住空間のために
、ユーザー入力を必要とすることなく、自動的に不在状態機能を有効にするかどうかを判
定するようにさらに構成できる。これには、試験期間の間に、少なくとも１つの在室セン
サーから読取り値を受け取ることと、試験期間の読取り値から得た情報を基準閾値と比較
して、試験期間の間に、在室状態の十分に正確な指標が少なくとも１つの在室センサーに
よって検知されたかどうかを確認することと、試験期間の間に在室状態の十分に正確な指
標が検知されたと判定された場合にのみ、サーモスタットの不在状態機能を作動させるこ
とと、を含むことができる。
【００１０】
　別の実施形態では、サーモスタットが不在状態機能を有効にすることを許可する方法が
提供される。この方法は、試験期間の間に少なくとも１つの在室センサーからの読取り値
を受け取ることを含むことができ、この場合、少なくとも１つの在室センサーが、処理シ
ステムと動作可能に通信することができる。一実施形態では、処理システムは、サーモス
タットのハウジング内に設置され、ユーザーインターフェイスに接続され、処理システム
は、周囲空気温度測定用の１つ以上の温度センサーと動作可能に通信し、設定温度値を決
定用のユーザーインターフェイスを含む１つ以上の入力デバイスと動作可能に通信し、さ
らに測定された室温と設定温度値との比較に少なくとも部分的に基づいて、ＨＶＡＣシス
テムを制御するために、暖房、換気、および空調（ＨＶＡＣ）システムと動作可能に通信
するように構成される。
【００１１】
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　また、当該方法は、試験期間の読取り値から得られた情報を基準閾値と比較して、試験
期間の間に十分正確な在室状態指標が検知されたかどうかを少なくとも１つの在室センサ
ーにより確認することを含むことができる。さらに、当該方法は、ユーザーの入力を必要
とせずに、サーモスタットが設置されている居住空間のために、不在状態機能を有効にす
るかどうかを自動的に判定することを含むことができる。一実施形態では、サーモスタッ
トが設置されている居住空間のために、少なくとも１つの在室センサーによって取得され
た読取り値に基づいて、非在室状態を示す不在状態基準が満たされたと処理システムが判
定するときに、不在状態機能は、サーモスタットを不在状態動作モードに入らせる。この
場合、不在状態動作モードは、自動的設定温度セットバックモードを含むことができる。
方法は、試験期間の間に、十分正確な在室状態指標が検知された場合のみ、サーモスタッ
トの不在状態機能を作動させることを含むことができる。
【００１２】
　さらに別の実施形態では、別のサーモスタットが提供されてもよい。このサーモスタッ
トは、ハウジングと、当該ハウジング内に配置され、在室センサーの反応領域内のユーザ
ーの物理的な存在を検出するように構成された在室センサーとを含むことができる。また
、サーモスタットは、ハウジング内に設置され、在室センサーと動作可能に通信する処理
システムを含むことができ、処理システムは、試験期間後、不在状態機能を有効にするか
どうかを判定するように構成される。この判定は、試験期間の間に、どのくらい頻繁に在
室センサーがユーザーの物理的な存在を検知したかの指標を保存することと、保存した指
標に基づいて試験期間の間の在室レベルを計算することと、在室レベルを基準閾値と比較
することと、試験期間の間に在室センサーにより十分に正確な在室状態指標が検知された
かどうかを、その比較に基づいて判定することと、試験期間中に十分に正確な在室状態指
標が検知された場合のみ、サーモスタットの不在状態機能を作動させることと、を含むこ
とができる。
【００１３】
　明細書の残りの部分および図を参照することにより、本発明の特質および利点のさらな
る理解が認識されるであろう。また、他の実施形態が以下の開示および請求項で記載され
る場合があることに留意されたい。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】一実施形態に係るサーモスタットの斜視図である。
【図２】一実施形態に係るヘッドユニットおよびバックプレートを有するサーモスタット
の分解組立斜視図である。
【図３Ａ】一実施形態に係る主要部品に関するヘッドユニットの分解組立斜視図である。
【図３Ｂ】一実施形態に係るバックプレートの主要部品に関する分解組立斜視図である。
【図４Ａ】一実施形態に係るヘッドユニットの簡略機能ブロック図である。
【図４Ｂ】一実施形態に係るバックプレートの簡略機能ブロック図である。
【図５】一実施形態に係るサーモスタットによる消費電力管理用システムの簡略回路図で
ある。
【図６Ａ】一実施形態に係るサーモスタットによってモニターされる領域の俯瞰図である
。
【図６Ｂ】一実施形態に係るサーモスタットによってモニターされる別の領域の俯瞰図で
ある。
【図７】一実施形態に係る不在状態機能を作動するために、十分なセンサーの信頼性が確
立できるかどうかを判定するための状態図である。
【図８】一実施形態に係る試験期間中の種々のセンサー応答のグラフである。
【図９】一実施形態に係る在室センサー測定値を保存する方法を示すグラフである。
【図１０】試験期間中の在室センサー測定値の保存を示すグラフである。
【図１１】一実施形態に係る１週間の各曜日の在室レベルの図示である。
【図１２】一実施形態に係る不在状態機能を作動させるべきかどうかを判定する方法のフ
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ローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本特許明細書の対象は、さらに次の本発明の譲受人に譲渡された出願の対象に関し、こ
れらのそれぞれは、参照によって本明細書に組み込まれる：２０１１年１０月７日出願の
米国特許出願第１３／２６９，５０１号；２０１２年１月３日出願の国際出願第ＰＣＴ／
ＵＳ１２／００００７号；これと同一日付の出願で「インテリジェント制御装置内の自動
存在検出および存在関連制御（Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｐｒｅｓｅｎｃｅ　Ｄｅｔｅｃｔｉ
ｏｎ　ａｎｄ　Ｐｒｅｓｅｎｃｅ－Ｒｅｌａｔｅｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｗｉｔｈｉｎ　Ａ
ｎ　Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）」の名称の米国特許出願第１３／
６３２，０７０号；およびこれと同一日付の出願で「装置ユーザーインターフェイス起動
用接近閾値調整（Ａｄｊｕｓｔｉｎｇ　Ｐｒｏｘｉｍｉｔｙ　Ｔｈｒｅｓｈｏｌｄｓ　ｆ
ｏｒ　Ａｃｔｉｖａｔｉｎｇ　ａ　Ｄｅｖｉｃｅ　Ｕｓｅｒ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）」の
名称の米国特許出願第１３／６３２，１１２号。上記参照特許出願は、「本発明の譲受人
に譲渡された組み込まれた出願」として、まとめて本明細書で参照される。
【００１６】
　次の詳細な説明では、説明のために、多くの特定の詳細が記述され、本発明の種々の実
施形態の完全な理解が得られる。当業者であれば、これら種々の本発明の実施形態が例示
目的のみのためであり、何ら限定する意図はないことを理解するであろう。本発明の他の
実施形態も、本開示の利益を受ける当業者には自明であろう。
【００１７】
　さらに、明確さを期するために、本明細書記載の実施形態の全ての日常的な機能は、図
示または記載しない。当業者であれば、いずれのこのような実際の実施形態の開発におい
ても、特異的設計目的を実現するために、多くの実施形態特異的決定が必要である場合が
あることを理解するであろう。これらの設計目的は、それぞれの実施形態、ならびにそれ
ぞれの開発者ごとに異なるであろう。さらに、このような開発努力は、複雑で、時間のか
かることであろうが、それでも、本開示の利益を受ける当業者にとって日常的なエンジニ
アリング業務となるであろうことが理解されよう。
【００１８】
　１つ以上の実施形態が、単一家族住宅などの住宅で使われる典型的ＨＶＡＣシステムに
関して本明細書でさらに記載されるが、本教示の範囲は、それに限定されないことを理解
されたい。さらに一般的には、１つ以上の好ましい実施形態に係るサーモスタットは、１
つ以上のＨＶＡＣシステムを有する各種の居住空間に適用可能であり、これには、限定さ
れないが、複層式アパート、タウンハウス、集合住宅、ホテル、小売店、オフィスビル、
および工業建築物が含まれる。さらに、ユーザー、顧客、設置者、自宅所有者、在室者、
テナント、家主、修理工などの文言は、１つ以上の本明細書記載のシナリオに関して、サ
ーモスタットまたは他の装置もしくはユーザーインターフェイスと対話する人の意味に使
用できるが、これらへの言及は、このような動作を行う人に関して本教示の範囲を限定す
るものと少しも考えるべきではないことを理解されたい。
【００１９】
　代表的サーモスタットの実施形態
　１以上の実施形態では、１つ以上の汎用検知および制御ユニット（ＶＳＣＵユニット）
に基づく１つ以上のＨＶＡＣシステムを制御するためのシステム、方法、およびコンピュ
ータプログラム製品が提供され、各ＶＳＣＵユニットは、洗練されカスタマイズされた省
エネルギーＨＶＡＣ制御機能を提供するように構成および適合されており、同時に、見た
目に魅力的で親しみやすく使いやすい。また、本明細書では、ＶＳＣＵを単に「制御ユニ
ット」とも呼ぶこともある。「サーモスタット」との文言は、特に、居住空間中のＨＶＡ
Ｃ制御に適用できる特定のタイプの制御ユニットを表すために、以降の本明細書で使われ
る。「サーモスタット」および「制御ユニット」は、通常は、居住空間のＨＶＡＣ制御に
関しては置き替え可能であると思われるが、１つ以上の物理的システムの１つ以上の測定
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可能特性の管理、および／または他のエネルギーもしくは資源消費システム、例えば、水
使用システム、空気使用システム、他の天然資源使用を含むシステム、および種々の他の
形態のエネルギー使用を含むシステムの管理を伴う種々の異なる制御システムの内のいず
れかのために、本明細書の各実施形態が、温度以外の測定可能な特性（例えば、圧力、流
量、高さ、位置、速度、加速度、容量、電力、音量、明るさ）に対し制御機能を有する制
御ユニットに適用されるのは、本教示の範囲内である。
【００２０】
　図１～図５および関連する記載は、添付の請求項の特定の実施形態を実施するのに使用
できるサーモスタットのハードウェアおよび／またはソフトウェアの代表的実施形態を提
供する。このサーモスタットのハードウェアおよび／またはソフトウェアは、限定を意味
するものではなく、実施を可能にするための開示を提供するために提示されている。図１
は、一実施形態に係るサーモスタット１００の斜視図を示す。この特定の実施形態では、
サーモスタット１００は、外側リング１１２の回転と、可聴および／または触覚「クリッ
ク」が発生するまでの外側キャップ１０８の内側へのプッシュとの少なくとも２種類のユ
ーザー入力により制御できる。本明細書で使われるこれら２種類のユーザー入力は、サー
モスタットの「操作（ｍａｎｉｐｕｌａｔｉｎｇ）」と呼ぶことがある。他の実施形態で
は、サーモスタットの操作はまた、キーパッド上のキーの押下、声認識命令、および／ま
たはサーモスタット１００の設定を変えるか、または調節するために使用できるいずれか
他のタイプの入力を含んでもよい。
【００２１】
　この実施形態の場合、外側キャップ１０８は、外側リング１１２、カバー１１４、電子
ディスプレイ１１６、および金属部分１２４を含むアセンブリを含むことができる。これ
らの要素それぞれ、またはこれらの要素の組み合わせを、サーモスタット１００の「ハウ
ジング」と呼ぶことがある。同時に、これらの要素それぞれ、またはこれらの要素の組み
合わせは、また、ユーザーインターフェイスを形成できる。ユーザーインターフェイスは
、特に、電子ディスプレイ１１６を含むことができる。図１では、ユーザーインターフェ
イス１１６は、アクティブディスプレイモードで動作していると呼ぶことができる。アク
ティブディスプレイモードは、電子ディスプレイ１１６用のバックライトを提供すること
を含むことができる。他の実施形態では、アクティブディスプレイモードは、電子ディス
プレイ１１６の強度および／または光出力を強め、それにより、ユーザーがサーモスタッ
ト１００の現在の温度、設定温度、ＨＶＡＣ機能などの表示設定を容易に見ることができ
る。アクティブディスプレイモードは、非アクティブディスプレイモード（図示せず）と
対比できる。非アクティブディスプレイモードは、実施形態に応じて、バックライトを消
し、表示情報量を減らし、ディスプレイの強度を下げ、および／または電子ディスプレイ
１１６を完全にオフにすることができる。
【００２２】
　サーモスタット１００の設定に応じて、電子ディスプレイ１１６のアクティブディスプ
レイモードおよび非アクティブディスプレイモードも、または代わりに、各モードの相対
的電力使用によって特徴付けられうる。一実施形態では、アクティブディスプレイモード
は、通常、非アクティブディスプレイモードよりも実質的に多くの電力を必要とする可能
性がある。一部の実施形態では、電子ディスプレイ１１６の異なる操作モードが、上記に
代えて、完全にそれらの電力の使用により特徴付けされてもよい。これらの実施形態では
、電子ディスプレイ１１６の異なる操作モードは、第１のモードおよび第２のモードと呼
ばれることがあり、この場合、ユーザーインターフェイスは、第１のモードで動作中は、
第２のモードで動作の場合より多くの電力を必要とする。
【００２３】
　一部の実施形態では、電子ディスプレイ１１６は、ドットマトリックスレイアウト（個
別にアドレス指定できる）を含み、セグメント化レイアウトの場合より任意の形状が生成
できる。一部の実施形態では、ドットマトリックスレイアウトおよびセグメント化レイア
ウトの組み合わせが採用される。一部の実施形態では、電子ディスプレイ１１６は、バッ
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クライト付きカラー液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）であってもよい。電子ディスプレイ１１
６上に表示される情報の一例は、図１に示されており、現在の設定温度を表す中央の数字
１２０を含む。一部の実施形態では、金属部分１２４は、いくつかのスロット様開口部を
有し、それにより、スロット様開口部の下に取り付けられたパッシブ赤外線方式運動セン
サー（ＰＩＲ）などのセンサー１３０の使用を容易にできる。
【００２４】
　一部の実施形態では、サーモスタット１００は、追加の部品、例えば、処理システム１
６０、ディスプレイドライバー１６４、および無線通信システム１６６、を含むことがで
きる。処理システム１６０は、ディスプレイドライバー１６４に対し電子ディスプレイ１
１６にユーザーへの情報を表示させるように適合または構成できる。また、処理システム
１６０は、回転リング１１２を介してユーザー入力を受けるように構成できる。処理シス
テム１６０を含むこれらの追加の部品は、図１に示すようにハウジング内に封入できる。
これらの追加の部品は、本明細書中の以下でさらに詳細に説明される。
【００２５】
　一部の実施形態では、処理システム１６０は、サーモスタットの動作の管理を実行でき
る。例えば、処理システム１６０は、さらに、ＨＶＡＣシステムが設置されている居住空
間のために、熱力学的モデルを維持および更新するようにプログラム、および／または構
成できる。一部の実施形態では、無線通信システム１６６を使用して、パーソナルコンピ
ュータ、リモートサーバー、携帯用デバイス、スマートフォン、および／または他のサー
モスタットまたはＨＶＡＣシステム部品などのデバイスと通信できる。これらの通信は、
ピアツーピア通信、私設通信網に置かれた１つ以上のサーバーを介した通信、および／ま
たはクラウドベースサービスを介した通信であってもよい。
【００２６】
　運動検知ならびに他の技術を使用して、本発明の譲受人に譲渡された米国特許出願第１
２／８８１、４３０号（同上）にさらに記載のように、在室の検出および／または予測に
使用できる。一部の実施形態では、在室情報を使用して、効果的で、効率的なスケジュー
ルされたプログラムを生成することができる。例えば、アクティブ近接センサー１７０Ａ
が提供され、赤外光反射により近づいているユーザーを検出でき、周辺光センサー１７０
Ｂが提供され、可視光を検知できる。近接センサー１７０Ａを複数の他のセンサーと併せ
て使用して、約１ｍの範囲の近接を検出でき、それにより、ユーザーがサーモスタットに
タッチする前の、ユーザーがサーモスタットに近づいているときに、サーモスタット１０
０が、「立ち上げ」を開始できる。このような近接検知の使用は、ユーザーがサーモスタ
ットと対話の準備ができるとすぐに、またはその直後に対話するために「準備ができてい
る」という理由で、ユーザーの体験を促進するために有用である。さらに、近接時立ち上
げ（ｗａｋｅ－ｕｐ－ｏｎ－ｐｒｏｘｉｍｉｔｙ）機能はまた、ユーザーとの対話が生じ
ていないか、または生じる気配がない場合に、「休止」によりサーモスタット内の省エネ
ルギーを可能とする。使用可能な種々のタイプのセンサー、ならびに「立ち上げ」機能の
操作は、本開示の残りの部分を通してさらに詳細に記載される。
【００２７】
　一部の実施形態では、サーモスタットは、物理的に、および／または機能的に、少なく
とも２個の異なるユニットに分割できる。本開示を通して、これらの２個のユニットは、
ヘッドユニットおよびバックプレートと呼ばれることがある。図２は、一実施形態に係る
ヘッドユニット２１０およびバックプレート２１２を有するサーモスタット２０８の分解
組立斜視図２００を示す。物理的には、この配置は、設置プロセスにとって都合がよい場
合がある。この実施形態では、最初に、バックプレート２１２を壁に取り付け、ＨＶＡＣ
ワイヤをバックプレート２１２上の複数のＨＶＡＣコネクタに取り付けることができる。
次に、サーモスタット２０８の設置を完了するために、ヘッドユニット２１０をバックプ
レート２１２に連結できる。
【００２８】
　図３Ａは、一実施形態に係るヘッドユニット３３０の主要部品に関する分解組立斜視図
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３００ａを示す。ここで、ヘッドユニット３３０は、電子ディスプレイ３６０を含むこと
ができる。この実施形態では、電子ディスプレイ３６０は、ＬＣＤモジュールを含むこと
ができる。さらに、ヘッドユニット３３０は、完全に組み立てられたヘッドユニット３３
０中に主要部品を固定するために使用される取り付けアセンブリ３５０を含むことができ
る。ヘッドユニット３３０は、さらに、以下でさらに記載される種々の電子部品を組み込
むために使用する回路基板３４０を含むことができる。この特定の実施形態では、ヘッド
ユニット３３０の回路基板３４０は、操作センサー３４２を含み、ユーザーのサーモスタ
ット操作を検出できる。回転可能リングを使用した実施形態では、操作センサー３４２は
、図３Ａに示す光学フィンガ・ナビゲーションモジュールを含むことができる。また、充
電式バッテリー３４４も、ヘッドユニット３３０のアセンブリ中に含めることができる。
好ましい一実施形態では、充電式バッテリー３４４は、リチウムイオンバッテリーであっ
てもよく、この電池は、３．７ボルトの公称電圧および５６０ｍＡｈの公称容量である。
【００２９】
　図３Ｂは、一実施形態に係るバックプレート３３２の主要部品に関する分解組立斜視図
３００ｂを示す。バックプレート３３２は、バックプレート回路基板３２０の取り付け、
保護、または収容に使われるフレーム３１０を含むことができる。バックプレート回路基
板３２０を使用して、１つ以上の処理機能部品、および／または１つ以上のＨＶＡＣワイ
ヤコネクタ３２２をなどの電子部品を取り付けることができる。１つ以上のＨＶＡＣワイ
ヤコネクタ３２２は、ワイヤが１つ以上のＨＶＡＣワイヤコネクタ３２２のそれぞれに機
械的に、および／または電気的に接続されたかどうかを判定するように構成された内蔵型
ワイヤ挿入検知回路を含むことができる。この特定の実施形態では、２個の比較的大きな
コンデンサー３２４は、バックプレート回路基板３２０上に取り付けることができるパワ
ースチーリング（ｐｏｗｅｒ　ｓｔｅａｌｉｎｇ）回路の一部である。パワースチーリン
グ回路は、さらに本明細書の下記でさらに考察される。
【００３０】
　設置プロセスを簡単にするサーモスタット内の物理的分割に加えて、サーモスタットは
、ヘッドユニットおよびバックプレートの間で機能的に分割することもできる。図４Ａは
、一実施形態のヘッドユニットの簡略機能ブロック図を示す。ブロック図により埋め込ま
れた機能は、ほとんど一目瞭然であり、１つ以上の処理機能部品を使用して実装可能であ
る。本明細書で使われる用語の「処理機能」は、ハードウェアおよび／またはソフトウェ
アのいずれかの組み合わせを意味することがある。例えば、処理機能は、マイクロプロセ
ッサ、マイクロコントローラ、分散プロセッサ、参照テーブル、アナログ回路に実装され
たデジタル論理、論理／算術関数などを含むことができる。また、処理機能は、処理シス
テム、処理回路、または単に回路と呼ばれることがある。
【００３１】
　この実施形態では、ヘッドユニット上の処理機能は、ＡＲＭプロセッサにより実装でき
る。ヘッドユニット処理機能は、ユーザーインターフェイス４０８の一部として、電子デ
ィスプレイ４０２、オーディオシステム４０４、および操作センサー４０６とのインター
フェイスとすることができる。また、ヘッドユニット処理機能は、種々の無線モジュール
、例えば、Ｗｉ－Ｆｉモジュール４１２および／またはＺｉｇＢｅｅモジュール４１４と
インターフェイスをとることにより無線通信４１０を促進できる。さらに、ヘッドユニッ
ト処理機能は、ＨＶＡＣシステムの操作などのコアサーモスタット操作４１６を制御する
ように構成できる。ヘッドユニット処理機能は、さらに、物理的位置の在室の検知または
判定４１８を行い、時間対温度特性の決定に使うことができる建築物特性４２０測定を行
うように構成できる。在室検知４１８を使用して、ヘッドユニットの処理機能はまた、昼
間の暖房および冷房スケジュールなどの動作スケジュール４２２の学習および管理を行う
ように構成できる。パワーマネージメントモジュール４６２を使用して、対応するバック
プレート上のパワーマネージメントモジュール、充電式バッテリー、およびバックプレー
ト上の電力制御回路４６４とのインターフェイスをとることができる。
【００３２】
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　さらに、ヘッドユニット処理機能は、１つ以上のメモリーを含む、および／またはメモ
リーと通信するように接続できる。１つ以上のメモリーは、処理機能に対し上述のように
動作させる１つ以上セットの命令を含むことができる。また、１つ以上のメモリーは、セ
ンサー履歴および全体の状態オブジェクト４２４を含むことができる。１つ以上のメモリ
ーは、多くの市販マイクロプロセッサで利用可能なフラッシュメモリーまたはＲＡＭメモ
リーなどの処理機能と一体化することができる。また、ヘッドユニット処理機能は、クラ
ウド管理システム４２６とインターフェイスをとるように構成され、必要なときはいつで
もエネルギーを節約するように動作できる機能４２８を有する。また、バックプレート処
理機能４３０に対するインターフェイス４３２を含むことができ、ハードウェアコネクタ
を使用して実装できる。
【００３３】
　図４Ｂは、一実施形態に係るバックプレートの簡略機能ブロック図である。図４Ａに示
すインターフェイス４３２に適合されたインターフェイス４３６を使用して、バックプレ
ート処理機能は、ヘッドユニット処理機能４３８と通信できる。バックプレート処理機能
は、異なるワイヤ接続状態に基づいて信号を与えるように構成された外部回路４４２に接
続されるワイヤ挿入検知４４０を含むことができる。バックプレート処理機能は、電力Ｆ
ＥＴ回路４４６を駆動させることによりＨＶＡＣスイッチ作動４４４を管理し、ＨＶＡＣ
システムを制御するように構成できる。
【００３４】
　また、バックプレート処理機能は、複数のセンサーとのインターフェイスをとるための
センサーポーリングインターフェイス４４８を含むことができる。この特定の実施形態で
は、複数のセンサーは、温度センサー、湿度センサー、ＰＩＲセンサー、近接センサー、
周辺光センサー、および／または特に上記で挙げていない他のセンサーを含むことができ
る。このリストは、網羅的であることを意図しない。特定の実施形態および適用に応じて
、他のタイプのセンサー、例えば、音響センサー、火炎センサー、煙探知器などを使用可
能である。センサーポーリングインターフェイス４４８は、センサー読取り値メモリー４
５０に通信するように接続できる。センサー読取り値メモリー４５０は、センサー読取り
値を保存でき、マイクロコントローラまたはマイクロプロセッサの内部または外部に配置
できる。
【００３５】
　最後に、バックプレート処理機能は、バックプレートに組み込まれ、サーモスタットの
電力システムの管理に使用される種々のデジタルおよび／またはアナログ部品の制御に使
われるパワーマネージメントユニット４６０を含むことができる。当業者であれば、多く
の異なるパワーマネージメントシステムの実装を思いつくであろうが、この特定の実施形
態のパワーマネージメントシステムは、ブートストラップレギュレータ４６２、パワース
チーリング回路４６４、バックコンバータ４６６、および／またはバッテリー制御器４６
８を含むことができる。
【００３６】
　図５は、一実施形態に係るサーモスタットの消費電力を管理するためのシステムの簡略
回路図５００を示す。電力供給回路５１０は、全波ブリッジ整流器５２０、貯蔵および波
形平滑化ブリッジ出力コンデンサー５２２（これは、例えば、３０マイクロファラッドの
オーダーであってよい）、バックレギュレータ回路５２４、電力およびバッテリー（ＰＡ
Ｂ）調節回路５２８、ならびにリチウムイオン二次電池５３０を含む。バックプレートパ
ワーマネージメント回路５２７などの他の制御回路、ヘッドユニットパワーマネージメン
ト回路５２９、およびマイクロコントローラ５０８と連動して、電力供給回路５１０は、
下記で本明細書に記載の特性および機能を有するように構成および適合できる。電力供給
回路５１０および関連部品のさらなる詳細な説明は、本開示の他の場所、および／または
本発明の譲受人に譲渡された米国特許出願第１３／０３４，６７８号（前出）、および米
国特許出願１３／２６７，８７１号（前出）に記載されている。
【００３７】
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　図５に示す構成のために、設置時に「Ｃ」ワイヤがあれば、電力供給回路５１０は、比
較的高出力の、蓄電池支援ＡＣ／ＤＣ変換電源として動作する。「Ｃ」ワイヤがない場合
には、電力供給回路５１０は、パワースチーリング、蓄電池支援ＡＣ／ＤＣ変換電源とし
て動作する。電力供給回路５１０は、通常、サーモスタットの種々の電気部品で使われる
電圧ＶｃｃＭＡＩＮを供給する役割を果たし、これは、一実施形態では、約４．０ボルト
であってよい。「Ｃ」ワイヤが存在する場合には、ＨＶＡＣコールリレーを偶発的に遮断
すること（非アクティブパワースチーリング状態であるので）または遮断しないこと（ア
クティブパワースチーリングのために）を気にする必要はなく、従って、比較的大きな量
の電力が利用できると考えられる。通常、「Ｃ」ワイヤにより供給される電力は、サーモ
スタット中の残りの回路によりいつも要求される瞬間的電力より大きいであろう。
【００３８】
　しかし、「Ｃ」ワイヤは、典型的な例では、住居の内の約２０％にしか存在しない。従
って、電力供給回路５１０はまた、「Ｃ」ワイヤが無い場合には、他のＨＶＡＣワイヤの
１つから電力を「盗む（ｓｔｅａｌ）」ように構成できる。本明細書で使われる「非アク
ティブパワースチーリング」は、電力が盗まれるリード線の所定の位置にアクティブコー
ルがない期間の間に行われるパワースチーリングを意味する。従って、電力が盗まれるの
が「Ｙ」リード線の場合には、「非アクティブパワースチーリング」は、所定の位置にア
クティブ冷房コールがない場合に行われるパワースチーリングを意味する。本明細書で使
われる「アクティブパワースチーリング」は、電力が盗まれるリード線の所定の位置にア
クティブコールがある期間の間に行われるパワースチーリングを意味する。従って、電力
が盗まれるのが「Ｙ」リード線の場合には、「アクティブパワースチーリング」は、所定
の位置にアクティブ冷房コールがある場合に行われるパワースチーリングを意味する。非
アクティブまたはアクティブパワースチーリングの間に、利用可能なコールリレーワイヤ
の選択された１つから電力を盗むことができる。パワースチーリング回路５１０の完全な
説明は、前に参照によって本明細書に組み込まれた本発明の譲受人に譲渡された出願に記
載されているが、本開示の目的には下記の簡単な説明で充分である。
【００３９】
　ヘッドユニット処理機能、ユーザーインターフェイス、および／または電子ディスプレ
イなどのサーモスタット中の一部の部品は、パワースチーリング単独によって供給される
より大きな瞬間的な電力を消費することがある。これらの電力を大食いする部品が作動し
て動作されている場合、パワースチーリングにより供給される電力は、充電式バッテリー
５３０から補充できる。換言すれば、電子ディスプレイがアクティブディスプレイモード
にある場合などでサーモスタットが動作中の場合、電力は、パワースチーリングおよび充
電式バッテリー５３０の両方から供給できる。充電式バッテリー５３０中に貯蔵された電
力を保持し、充電式バッテリー５３０に再充電する機会を与えるために、一部の実施形態
は、ヘッドユニット処理機能および電子ディスプレイがアクティブモードで動作している
時間の長さを最適化する。換言すれば、一部の実施形態では、ユーザーの体験に影響を与
えることなく、ヘッドユニット処理機能を休止モードまたは低電力モードに保持し、電子
ディスプレイを非アクティブディスプレイモードで可能な限り長時間保持することが有利
となりうる。
【００４０】
　ヘッドユニット処理機能および電子ディスプレイが非アクティブまたは休止モードにあ
る場合、サーモスタットの消費電力は、通常、パワースチーリングにより供給される電力
よりも少ない。従って、サーモスタットに消費されない電力を使用して、充電式バッテリ
ー５３０を再充電できる。この実施形態では、バックプレート処理機能５０８（ＭＳＰ４
３０）は、低電力モードで環境センサーをモニターするように構成でき、従って、ＨＶＡ
Ｃシステムなどを制御する必要がある場合、ヘッドユニット処理システム５３２（ＡＭ３
７０３）を起動できる。同様に、バックプレート処理機能５０８を使用して、ユーザーの
接近を検出するために使用されるセンサーをモニターし、ユーザーがサーモスタットへの
接続を意図していると判定される場合、ヘッドユニット処理システム５３２および／また
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は電子ディスプレイを起動できる。
【００４１】
　当業者には、図１～５に関連して示され、説明された種々のサーモスタットの実施形態
は、代表的なものに過ぎず、限定を意味するものではないことが理解されよう。多くの他
のハードウェアおよび／またはソフトウェア構成を使用して、サーモスタットおよび本明
細書で以下に記載の種々の機能を実装することができる。これらの実施形態は、以下の実
施形態を実装して、実施可能な開示を提供できる代表的なプラットホームと見なされるべ
きである。無論、下記の方法、システム、および／またはソフトウェアプログラム製品は
、また、異なるタイプのサーモスタット、異なるハードウェア、および／または異なるソ
フトウェアを使用して実施可能である。
【００４２】
　不在状態機能の有効化
現代のネットワーク対応住居では、多くの異なるタイプのデバイスを使用して、空気温度
、湿度、ファン速度、音楽、テレビ、電化製品などの種々の態様の住居環境を制御できる
。多くの本発明の実施形態により、住居に住人が在室時に、これらのデバイスが１つのモ
ードで動作され、住居に住人が非在室時に、第２のモードで動作されるように、構成でき
る。例えば、住人が在室の場合、デバイスは、ユーザーインターフェイスを起動し、温度
および／または湿度を一定水準に維持し、所定の容量レベルを与え、さらにユーザーのプ
ロファイルを記録し、確認するためにユーザーの動きを検出するように構成できる。一方
、住人が非在室の場合、デバイスは、ユーザーインターフェイスをオフにし、通常レベル
の温度および湿度に変えることにより電力を節約し、電化製品をオフにし、さらに、誰も
いない場合は、その他の点で、住居の電力使用を減らすように構成できる。
【００４３】
　ユーザーは、彼らの在宅および不在時のスケジュールによっては、手動でデバイスをプ
ログラムするのは不便であると思う場合がある。また、ユーザーは、出かける前に、自宅
の制御デバイスの設定を変えるのを単に忘れて、デバイスに対し、ユーザーの不在時に、
あたかも在宅しているかのように動作するように制御させる場合もある。あるいは、自宅
に到着時に、ユーザーが制御デバイスの設定を変えるのを単に忘れ、制御デバイスにより
、不快な在室状態および全般的な不満足を生じさせる場合もある。従って、本明細書記載
の実施形態は、制御装置が設置されている居住空間には、もはや人がいないと判定される
場合、制御装置の操作モードを自動的に変える不在状態機能を有効にするように設計され
た方法とシステムを提供する。
【００４４】
　一部の実施形態は、制御装置と組み合わせた在室センサーを使用して、居住空間に人が
いるか否かを判定することができる。本明細書で使われる用語の「在室センサー」は、居
住空間が物理的に使用されているかどうかを判定できるように構成されたいずれのセンサ
ーも含むことができる。一実施形態では、在室センサーは、パッシブ赤外線センサー（Ｐ
ＩＲ）含んでもよい。別の実施形態では、在室センサーは、電磁照射を放出し、電磁照射
の反射を受けるように構成されたセンサーを含んでもよい。さらに別の実施形態では、在
室センサーは、近距離囲ＰＩＲを含んでもよい。在室センサーの他の例では、マイクロフ
ォン、ＣＣＤカメラ、磁気スイッチ、マイクロ波システムなどを含んでもよい。
【００４５】
　居住空間在室状態は、連続的に、在室センサーを使用して自動的に検出でき、現在の検
出状態は、在室（または「在宅」または「アクティブ検出」）または非在室（または「不
在」または「非アクティブ」）として分類される。現在検出の在室状態が所定の最小間隔
において「非アクティブ」である場合、本明細書では不在状態コンフィデンスウインドウ
（ａｗａｙ－ｓｔａｔｅ　ｃｏｎｆｉｄｅｎｃｅ　ｗｉｎｄｏｗ）（ＡＳＣＷ）と命名し
、この場合に、不在状態動作モードが開始でき、通常の制御設定および／またはスケジュ
ールにより表示されている設定値であるなしにかかわらず、実際の動作設定が所定の省エ
ネルギー不在状態値に変更される。不在状態動作モードの目的は、居住空間の快適さを実
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際に体験し、享受する在室者がいない場合に、不必要に使用しているエネルギーを省くこ
とである。
【００４６】
　特定の制御装置がサーモスタットを含む場合、不在状態値は、温度を含むことができ、
例えば、冬期の６２度のデフォルト所定値（または暖房を要求する外部の温度）および夏
期の８４度（または冷房を要求する外部の温度）に設定できる。また、不在状態機能の具
体的詳細は、前に参照により明細書に組み込まれた２０１１年１０月２１日出願の米国特
許仮出願第６１／６２７，９９６号中に記載されている。
【００４７】
　不在状態コンフィデンスウインドウ（ＡＳＣＷ）は、実際に居住空間に在室者がおらず
、その後合理的に信頼できる動作の想定ができる、合理的な統計的正確度を有する検出さ
れた非在室の時間間隔に対応する。一実施形態では、９０～１８０分の範囲の所定の期間
が、在室センサーが検出できる動き、または関連する徴候の無い、静かな読書、庭仕事、
短時間の居眠りなどの共通の状況に対応できるＡＳＣＷの適切な期間でありうることが明
らかになった。
【００４８】
　不在状態機能の有効性は、部分的には、いかに信頼性よく制御ユニットが居住空間内に
人がいるか否を判定できるかに依存してもよい。ある意味では、この信頼性は、一部は、
在室センサーが在室センサーの反応領域内で物理的存在を検出する信頼性に依存してもよ
い。別の意味では、この信頼性はまた、一部は、制御ユニットが居住空間内の設置場所な
らびに在室者の生活パターンに依存する可能性がある。例えば、制御ユニットが、誰かが
在室しているか在室していないかを在室センサーが検出するのが容易でない居住空間の領
域、例えば、クローゼットの中、滅多に使用されない玄関、地下室、またはさらには他の
家庭用オブジェクトでは注目されない通行量の多い位置などに置かれる場合である。無論
、居住空間内の理想的でないこれらの領域の内の１つに配置されているかどうかを制御ユ
ニットそれ自体で判定するのは困難である。また、仮に、慎重なユーザー入力（すなわち
、ユーザー入力位置情報）に頼ってこの判定をするにしても、ユーザーがこのデータを不
正確に入力する場合があるので、それも難しいであろう。
【００４９】
　従って、効率的に、正しく不在状態機能を使用するために、在室センサーに頼って不在
状態機能を有効にする前に、制御ユニットは、「センサーの信頼性」のレベルに関し判定
してもよい。具体的には、一部の本明細書の実施形態では、設置時に不在状態機能を有効
にできない。その代わりに、これらの実施形態では、試験期間の間にセンサー応答を評価
し、センサーの信頼性のレベルを確認できる。センサーの信頼性レベルが十分で、所定の
閾値を超えている場合は、不在状態機能を有効にできる。そうでなければ、人がいる居住
空間内で不快な環境を作るのを避けるために、このようなセンサーの信頼性レベルが確定
されるまで、不在状態機能を無効のままで維持できる。
【００５０】
　一実施形態では、センサーの信頼性は、１つ以上の在室センサーの読取り値をモニタリ
ングし、閾値レベルの在室事象を検出したかどうかを判定することにより確立できる。単
純に、在室センサーが、ほとんどの動作時間中に、その反応領域内で物理的存在を検出す
る場合、制御ユニットが、居住空間に人がいるか否かを高い信頼性で検出できる居住空間
内の位置に配置されていると想定できる。この場合では、センサーの高レベルの信頼性が
想定でき、不在状態機能を有効化すべき時期の判定を在室センサーに頼ることができる。
一方、在室センサーが、動作時間の内の比較的短い時間の間にその反応領域内で物理的存
在を検出するのみの場合、制御ユニットは、居住空間に人がいるか否かを高い信頼性で検
出できない居住空間内の位置に配置されていると想定できる。この場合には、低レベルの
センサーの信頼性のみが想定でき、従って、不在状態機能を有効にすべき時期の判定を必
ずしも在室センサーに頼ることができない。一実施形態では、必要なレベルのセンサーの
信頼性が確立されない限り、不在状態機能が有効にされない。
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【００５１】
　不在状態機能が有効にできるか否かを判定するための種々の方法およびシステムに関し
ては、以降の考察が上述のいずれの制御ユニットにも適用できることが理解されよう。し
かし、本開示の残りの部分を通して、特定のタイプの実装、すなわち、サーモスタットを
使用することになる。本開示を考慮すれば、サーモスタットのハードウェアおよびソフト
ウェアを使用して記載される原理は、当業者であれば他の制御ユニットにも容易に適用で
きることは理解されよう。
【００５２】
　サーモスタットに特異的に、不在状態機能を使用して非在室であるときを判定し、それ
に応じて、所定の設定温度がサーモスタットにセットされた自動設定温度セットバックモ
ードを起動することができる。例えば、夏期の非在室の住居では、設定温度を、それ以外
の在室時の設定温度よりも高くできる。同様に、冬期の非在室の住居では、設定温度を、
それ以外の在室時の設定温度よりも低くできる。気候とユーザーの好みに応じて、これら
の条件の種々の組み合わせが適用できることは理解されよう。
【００５３】
　好ましい一実施形態では、サーモスタットが、不在状態モードに移行してエネルギーを
節約できるか否か、すなわち、在室センサー測定値に関し、「センサーの信頼性」がある
か否かを高い信頼性で判定する自己許可（ｓｅｌｆ－ｑｕａｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ）アル
ゴリズムが提供される。好ましい一実施形態では、不在状態機能は、装置の起動後（すな
わち、初期設置または工場初期化後）、所定の期間、例えば、７日間無効にされる。所定
の期間（または別の経験的な所定の適切な試験期間）内の起動後数日で、在室センサーの
活動は、不連続な時系列の活動の「時間バケット」、例えば、５分のバケットにより追跡
でき、このバケットは、空（その期間内に在室事象が検出されない場合）かまたは満杯（
その期間内に１つ以上の在室事象が検出される場合）のいずれかの状態をとる。その期間
のバケットの合計数に関し、所定の閾値割合を超える満杯のバケットがある場合は、「セ
ンサーの信頼性」が確立され、満杯のバケットがその割合を下回る場合は、センサーの信
頼性が確立されない。所定の閾値は、特定のモデル、バージョン、またはサーモスタット
の設定に対し、経験的に決定できる。一例では、３．５％が適切な閾値であることが明ら
かになった。すなわち、３日間の試験で３０以上の満杯のバケットがある場合、「センサ
ーの信頼性」が確立されるが、これは、異なるデバイス、モデル、および設定では変わり
うる。
【００５４】
　図６Ａは、一実施形態に係るサーモスタット６０２によりモニターされる領域の俯瞰図
６００ａを示す。サーモスタット６０２によりモニターされる領域には、ビル内の部屋、
玄関、開放居間領域などを含が含まれてもよい。サーモスタット６０２の温度センサーは
、モニターされる領域の室温を検出するようにさらに構成できる。図６により示されるよ
うに、サーモスタット６０２の種々のセンサーは、異なる反応領域を持ってもよい。例え
ば、在室センサーは、点線の組で示される反応領域６０４を含むことができる。本明細書
で使われる用語の「反応領域」は、センサーが検出するように構成される現象が、センサ
ーによる応答を生成すると考えられる領域を含むことができる。例えば、反応領域６０４
に関連する運動検出器は、運動検出器のスペックに適合する対象の反応領域６０４内の運
動を検出できる。静止対象、十分なレベルの赤外放射を発しない対象、またはペットなど
のより小さい対象などの一部の対象は、運動検出器のスペックに適合しない場合があるこ
とに留意されたい。
【００５５】
　センサーからの応答を単に生成するだけでは、物理的存在が検出されていると推定する
には充分ではないことがある。その関連反応領域内での事象の発生時にセンサーにより生
成される実際の応答は、多くの場合、事象の強度またはサーモスタットからの事象の距離
に依存するであろう。例えば、関連反応領域の周縁部に沿って事象が発生する場合、セン
サーの応答は、小さい可能性がある。しかし、事象がサーモスタットのより近くで発生す
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る場合は、センサーの応答は、より大きい可能性がある。従って、一部の実施形態は、物
理的存在として判定するために、センサー応答に対し閾値を決定できる。
【００５６】
　通常、閾値は、電圧／電流出力、デジタル読み出し、周波数、または他の類似のセンサ
ーの電気出力であってもよい。閾値は、特定の距離、例えば、公知の強度を有する事象に
対する距離６０８に適合できる。例えば、サーモスタット６０２の距離６０８内に入って
くる場合、反応領域６０４で機能するＰＩＲセンサーを備えたサーモスタット６０２に近
づいているユーザーは、サーモスタット６０２の距離６０８内に入るときに閾値に達する
。急速に動いている、より大きな人は、同じ閾値に対し、距離６０８より近くまたはより
遠くで閾値に達する。一実施形態では、閾値の使用の必要がなく、在室センサーにより登
録されたどのような活動も、物理的存在を推定するのに十分である場合もあることに留意
されたい。
【００５７】
　図６Ａにより示される俯瞰図６００ａは、センサーの高レベルの信頼性が確立できる位
置に設置されているサーモスタット６０２の一例を示す。これは、居間、台所、または慌
ただしい玄関相当する。対照的に、図６Ｂは、サーモスタットによりモニターされた別の
領域の俯瞰図６００ｂを示す。この実施形態では、サーモスタット６０２は、高レベルの
ユーザーの信頼を確立するための十分なユーザーの往来を確認することができない位置に
設置されている。在室センサーの反応領域６０４は、住宅の在室者の物理的存在を頻繁に
捕捉しないと思われる方向を標的にしている可能性がある。さらに、植物６１０などの障
害物により、サーモスタット６０２の視界が固定される可能性がある。最終的に、サーモ
スタット６０２は、住居内の居住空間、例えば、クローゼットまたは部屋の隅の中に設置
される場合がある。これらのいずれかまたは全ての要因は、センサーの信頼性のレベルを
低下させる可能性があり、不在状態機能が有効にされるべきではない。
【００５８】
　サーモスタット６０２が図６Ａで示されるような高信頼性位置に配置されているか否か
を判定するために、種々の評価方法を使うことができる。図７は、一実施形態に係る不在
状態機能を有効にするために十分なセンサーの信頼性が確立できるか否かを判定するため
の状態図７００を示す。ここで、試験期間を使用して、サーモスタットを訓練することが
できる。試験期間の間、在室センサーの読取り値を記録し、評価できる。試験期間の終わ
りに、在室センサーの読取り値を分析し、基準閾値が到達されたか否かを判定でき、到達
されている場合は、不在状態機能を有効にできる。
【００５９】
　サーモスタットが設置される、リセットされる、またはその他の方法で一連の工場設定
をデフォルトに設定される場合に、状態図７００での動作が開始される。この時点で、サ
ーモスタットは、訓練状態７０２に入ることができる。サーモスタットは、試験期間を通
して訓練状態７０２に留まることができる。訓練状態７０２にある間、サーモスタットは
、１つ以上の在室センサーにより得られるいずれかの、および全ての測定値を記録できる
。一実施形態では、在室センサー測定値は、タイムスタンプを押すことができ、および／
または試験期間の内の発生した時期に基づいて記録できる．
【００６０】
　試験期間の終わりに、サーモスタットは、評価状態７０４に入ることができ、基準閾値
が到達されたか否かを判定できる。一実施形態では、サーモスタットは、基準閾値に対す
る比較を行って試験期間の間に在室センサーにより在室状態の十分に正確な指標が検出さ
れたか否かを確認できる。換言すれば、サーモスタットは、試験期間に記録された全ての
在室センサー応答を分析し、正しい在室の指標として特徴付けられるだけの十分な在室セ
ンサー応答があったか否かを判定できる。一実施形態では、あまりにも少ない在室センサ
ー応答は、サーモスタットが居住空間内の在室を正確に検知していないことを示している
可能性がある。理由は、より良好な位置に配置されておれば、サーモスタットがより多く
の在室センサー応答を受けることができたであろうことが想定できるからである。一方で
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、十分な在室センサー応答は、サーモスタットが居住空間内の在宅を正確に判定できる正
しい指標として特徴付けることができる。
【００６１】
　基準閾値が到達されている場合は、サーモスタットは、不在状態機能が有効な使用可能
状態７０６に移行することができる。後で、サーモスタットが居住空間にはもはや人がい
ないことを検出すると、サーモスタットは、不在状態動作モード７０８に入ることができ
る。この判定は、在室センサーにより取得された読取り値に基づいて処理システムにより
行われ、不在状態動作モードは、自動セットバック温度セットバックモードを含むことが
できる。一実施形態では、不在状態機能は、サーモスタットの残りのサービス期間を通し
て、または新しい位置に設置される、リセットされる、または停電になるまで、使用可能
にできる。
【００６２】
　別の実施形態（図示せず）では、サーモスタットが不在状態機能を無効にできる特定の
条件が存在する場合がある。例えば、不在状態機能が有効にされた後で、長期間の非在室
が検出される場合、サーモスタットは、訓練状態７０２に戻ることができる。試験期間の
再度の終了の後で、サーモスタットは、基準閾値が到達されるか否かを、および不在状態
機能を無効にするべきかまたは有効状態を続けるべきかを再度判定できる。一部の実施形
態では、訓練期間は再入でき、サーモスタットの寿命期間を通して永遠に繰り返すことが
できる。
【００６３】
　一実施形態では、試験期間は、設置後、２、３回のみ繰り返すことができる。一部の場
合では、ユーザーは、正しく作動していることを確認するために、またはユーザー調節可
能機能を微調整するために、設置後の数週間は通常よりも多くサーモスタットと対話がで
きる。従って、在室センサーの読取り値が、設置直後の数週間は、サーモスタットの寿命
期間中、真のレベルのセンサーの信頼性を正しく示さない場合がある。この問題を解決す
るために、試験期間は、設置後、１回または複数回繰り返すことができる。例えば、試験
期間は、特定の設置特性の実施形態に応じて、１、２、３、４、５または、６回等を繰り
返すことができる。
【００６４】
　図７に戻ると、評価状態７０４の間に、サーモスタットが、基準閾値に到達していない
、または満たされていないと判定する場合、サーモスタットは、訓練状態７０２に戻り、
試験期間を繰り返すことができる。一実施形態では、在室センサー読取り値を保存してい
るメモリーを消去して、もう一度やり直すことにより、試験期間を繰り返すことができる
。別の実施形態では、試験期間は、スライディングウィンドウと見なすことができ、ここ
では、最も古いセンサー読取り値を除去し、取得したより新しいセンサー読取り値で置換
できる。例えば、最も古いセンサー読取り値の丸１日の値を除去して、今日のセンサー読
取り値で置換できる。また、この実施形態では、試験期間の長さは、調節でき、最も短い
１週間のセンサー測定値が得られた後で、毎日の終わりに、センサー測定値の１週間の値
が評価される。無論、１週間継続する試験期間は、単に代表的なもので、試験期間は、１
日、１０日、１ヶ月、２週間などと続けてもよい。いずれかの順調に進んだ試験期間の終
わりに、基準閾値が到達される場合は、サーモスタットは、使用可能状態７０６に移行で
き、不在状態機能を有効にできる。
【００６５】
　図８は、一実施形態に係る試験期間の間の種々のセンサー応答のグラフ８００を示す。
最初、グラフ８００は、どのように試験期間が複数の時間ウインドウ、または「時間バケ
ット」に分割できるかを示す。毎回在室センサーが物理的存在を検出するごとに指標を保
存する代わりに、物理的存在が検出されたか否かのただ１つの指標を各時間ウインドウに
保存できる。これは、計算を単純化し、必要なメモリー量を減らし、および／またはセン
サー測定値を他の事象との相関をとることを容易にすることができる。例えば、図８の時
間記録は、少なくとも一部の試験期間を示す。この試験期間の一部は、種々の時間ウイン
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ドウ、例えば、ウインドウ８２４，８２６，８２８，８３０に分割できる。一実施形態で
は、それぞれの時間ウインドウは、約５分の長さである。他の実施形態では、それぞれの
時間ウインドウは、３～７分の間、約１０分、１分などであってもよい。一部の実施形態
では、それぞれの時間ウインドウは、均一の長さであってもよいが、他の実施形態では、
それぞれの時間ウインドウは、異なる長さであってもよい。
【００６６】
　また、図８は、いくつかのセンサー応答を示す。応答８０６は、在室センサー、例えば
、ＰＩＲセンサーまたはアクティブ近接センサーであってもよい。応答８０６は、センサ
ーの反応領域内で物理的存在が検出されるか否かに相当するいくつかの異なる応答型を示
す。応答８０６の部分８１７は、在室センサーの反応領域内で検出された物理的存在の応
答特性を示す。同様に、部分８２２は、部分８１７の応答よりも持続期間が幾分長い物理
的存在の別の応答特性を示す。応答８０６の部分８１６は、反応領域内で物理的存在を検
出していない在室センサーの応答特性を示す。
【００６７】
　物理的存在を示す在室センサーの応答は、単一の時間ウインドウに限定されても、また
はいくつかの時間ウインドウにまたがってもよい。通常、閾値８３４などの閾値を使用し
て、センサー応答が物理的存在を示すのに十分であるか否かを判定できる。一実施形態で
は、閾値を満たすセンサー応答を記録している時間ウインドウは常に、在室が検出されて
いる間、時間ウインドウ中に記録できる。この特定の例では、部分８１７は、時間ウイン
ドウ８２４の間、在室応答を記録可能である。しかし、部分８２２は、時間ウインドウ８
２８および時間ウインドウ８３０の両方の間、在室応答を記録可能である。
【００６８】
　他のセンサー型を使用して、検出物理的応答を、サーモスタットの不在状態機能の有効
化を判定するのに使用すべきか否かを判定できる。一実施形態では、ユーザーがサーモス
タットと対話しない場合にのみ、物理的存在を記録するのが望ましい場合がある。この実
施形態における動作理論は、サーモスタットが十分なセンサーの信頼性を確立するのに適
切でない位置に配置されている場合であっても、ユーザーがサーモスタットと対話する場
合、それでもいくつかの物理的存在事象が検出できるということである。上記で考察のサ
ーモスタットの一部の実施形態は、実際の対話時の、または初期の順応期間後最小限にな
ったユーザーの挙動を学習するいわゆる「学習サーモスタット」を含むことができる。従
って、在室は、ユーザーが滅多にサーモスタットと対話しない状態の間に検出できる。不
在状態機能が使用可能かどうかを判定する試験期間が設置後すぐに発生する場合、ユーザ
ーの挙動を学習する前には、在室センサーによって検出される物理的存在事象の多くがサ
ーモスタットとの対話に相当する可能性があり、従って、正しく在室を判定するのに必要
なセンサーの信頼性のレベルを正確に示さない可能性がある。
【００６９】
　この問題を解決するために、一実施形態は、種々の対話センサーを使用してユーザーが
サーモスタットと対話するときを判定できる。これらの対話センサーの応答は、在室セン
サーの応答と相互に関連付けることができ、対話と一致する在室センサー応答を排除でき
る。対話センサーは、近距離囲ＰＩＲセンサー、近距離囲アクティブ近接センサー、音響
センサー、光センサーなどを含んでもよい。好ましい実施形態では、対話センサーには、
サーモスタットのユーザーインターフェイスの物理的操作を検出するように構成されたセ
ンサーが含まれる。これらのセンサーは、本明細書で「操作センサー」と呼ぶことがある
。
【００７０】
　図８では、応答８０２は、サーモスタットのハウジングの外周部の周りに配置された回
転可能リングに接続された光学的センサーなどの操作センサーの出力である。光学的セン
サーは、外側リングの回転が起こるときはいつでも、またはユーザーが他の方法でユーザ
ーインターフェイスを操作する場合に、出力を提供できる。図に示すように、応答８０２
は、サーモスタットの物理的操作を示す部分８２０を含む。応答８０２の部分８２０は、



(19) JP 5989820 B2 2016.9.7

10

20

30

40

50

在室センサーからの応答８０６の部分８２２と一致することに留意されたい。従って、一
部の実施形態では、応答８０６の部分８２２は、試験期間の間に記録された読取り値から
排除できる。対照的に、応答８０６の部分８１７に対しては、対応する操作事象がなく、
従って、部分８２０は、物理的存在事象を記録できる。
【００７１】
　場合によっては、操作事象が、これらの２つのタイプのセンサーにより検出される物理
的存在事象と正確には一致しない場合がある。一実施形態では、操作事象が検出されると
きは常に、同じ時間ウインドウ内で発生した物理的存在事象は、無視することができる。
別の実施形態では、１つ、２つ、または３つの操作事象の時間ウインドウ内で発生した物
理的存在事象は、無視できる。
【００７２】
　試験期間の終わりに、記録センサー応答を分析できる。一実施形態では、各時間ウイン
ドウに対するセンサー応答は、データ構造内に保存できる。その期間の間の在室の計量的
特徴付けを生成することには、時間ウインドウの数に比べて、少なくとも１つの物理的存
在が検出された時間ウインドウの割合の決定を含むことができる。これから、在室の割合
を得ることができる。この計量は、「在室レベル」と呼ぶことがあり、物理的な存在が検
出された時間ウインドウの割合で表すことができる。
【００７３】
　さらに在室レベルを計算する他のより高度な先進的手段を使用できる。一部の実施形態
では、週末と平日とを識別する計量値を保存することが有用であろう。また、一部の実施
形態は、それぞれの日の同じ時間ウインドウの間に検出される物理的存在事象を表す計量
値を保存することができる。
【００７４】
　図９は、一実施形態に係る在室センサー測定値を保存する一方法を示すグラフ９００で
ある。便宜上、応答９０２、応答９０６、ならびに部分９１６，９２０，９２２は、図８
に示したものと類似である。応答９０８では、どのようにしてメモリー内のデータ構造に
種々の応答が保存されるかを示すことができる。この特定の実施形態では、時間ウインド
ウ９２４，９２６，９２８，９３０では、毎日発生する時間ウインドウを表すことができ
る。例えば、時間ウインドウ９２４が、各平日中の午前９：００～午前９：０５を表して
もよい。在室センサーにより、応答９０６の部分９１６などの物理的存在事象が検出され
ると、時間ウインドウ９２４に対するメモリー位置に保存された値が、調節できる。
【００７５】
　この特定の例では、各時間ウインドウに対するメモリー位置に保存された値は、その時
間ウインドウの間に物理的存在事象が検出された日の、期間中における割合を表す。応答
９０８によって示されるように、応答９０６が試験期間の最初の日に発生しする場合は、
時間ウインドウ９２４に対し保存された値９１０は、１００％を表す。また、応答９０６
の部分９２２は、操作事象に対応するので、値９１２と値９１４とは、０％になることに
留意されたい。
【００７６】
　図１０は、一実施形態に係る試験期間の間の在室センサー測定値の保存を示グラフ１０
００である。記録１００２は、試験期間の過ぎた日の間に各時間ウインドウに対し保存さ
れた値を表す。この例では、物理的存在事象は、試験期間の過ぎた各日の時間ウインドウ
１０２６の間に発生した。同様に、物理的存在事象は、試験期間中の過ぎた日の約５０％
の間の時間ウインドウ１０３０の間に発生した。記録１００４は、試験期間中の今日のセ
ンサー応答を表す。この例では、物理的存在事象は、時間ウインドウ１０１４，１０１６
，１０１８の間に検出されている。他の物理的存在事象が、他の時間ウインドウ、例えば
、時間ウインドウ１０３２の間に発生していた可能生があるかもしれないことに留意され
たい。しかし、これらの物理的存在事象は、他のセンサー応答、例えば、操作センサーか
らの応答という理由で、排除された可能性がある。
【００７７】
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　記録１００６は、今日の物理的存在事象が記録された後で各時間ウインドウに対し保存
された値を表す。換言すれば、記録１００６は、記録１００４を記録１００２に適用した
結果である。この例では、物理的存在事象１０１４が今日に検出されたので、時間ウイン
ドウ１０２６に対し保存された値は、１００％のまま残っている。同様に、物理的存在事
象１０１６は、今日検出され、従って、時間ウインドウ１０２８に保存された値は０％か
ら３３％に変化する。この計算から、記録１００２により表される値は、過去２日の値の
累積結果を表すことが推測できる。従って、１０２２の３３％の値は、今日の物理的存在
事象の値と合算された過去２日の物理的存在事象の無い日の値の累積を表す。同様に、物
理的存在事象１０１８は、時間ウインドウ１０３０に対し前に保存された５０％の値に加
えられて、新しい値の６６％を生成できる。時間ウインドウ１０３２は、今日またはどの
過ぎた日にも物理的存在事象を示していない。従って、時間ウインドウ１０３２に対する
値は、０％のままである。
【００７８】
　この例では、各時間ウインドウは、試験期間を通して再発する時間バケットを表すこと
ができる。再発生期間として２４時間が使われているが、本開示を考慮すると、他のどの
ような期間も使用可能であることが明らかであろう。一部の実施形態は、毎時間に測定値
を保存でき、または１２時間ごとに測定値を保存できる。他の実施形態は、毎週、測定値
を保存してもよい。
【００７９】
　前に考察したように、試験期間が終了し、基準閾値が満たされていないと判定されてい
る場合は、サーモスタットは、再度、訓練モードに入り、新しい試験期間を開始できる。
新しい試験期間が始まると、各時間ウインドウに対するメモリーの位置は、ゼロにリセッ
トできる。別の実施形態では、各時間ウインドウに対するメモリーの位置に新しく保存さ
れた値は、保持でき、割合は、新しい試験期間中、調節が継続されうる。他の実施形態は
、メモリー位置に前に保存した値を減らすことができ、それにより、新しい試験期間に取
得された新しい値より計量値が少なくなる。
【００８０】
　各時間ウインドウに対し保存された値が、毎日反復される時間間隔で取得されたセンサ
ー測定値を表す実施形態では、週末とは異なった方法で平日の値を処理するのが都合よい
場合がある。ユーザーの在室パターンは、平日の間は、最初のパターンに従い、通常、在
室が多い場合の週末の間は、第２のパターンに従う傾向があることが観察された。
【００８１】
　図１１は、一実施形態に係る１週間の毎日の在室レベルの図示である。ここで、在室レ
ベル１１０６、１１０８、１１１０、１１１２、１１１４、１１１６、および１１１８は
、その日に発生する各時間ウインドウに対する在室レベルを合計することにより各日に対
し生成された。これは、物理的存在が検出され日の間の時間間隔を単純に加え、物理的存
在が検出されなかった日の間の時間間隔の数と比較することにより行うことができる。
【００８２】
　単一の在室レベル統計値を生成するために、各日の在室レベルを合計できる。一実施形
態では、合計平日在室レベル１１０２は、各平日からの在室レベルを加えることにより生
成できる。同様に、合計週末在室レベル１１０４は、土曜と日曜の在室レベルを加えるこ
とにより生成できる。平日在室レベル１１０２は、２つの統計量を比例的に合算すること
により、週末在室レベル１１０４と組み合わせることができる。一実施形態では、平日在
室レベル１１０２に５／７を乗じ、週末在室レベル１１０４に２／７を乗じて、両方を一
緒に加えて最終的在室レベルを生成できる。
【００８３】
　時間ウインドウが毎日繰り返される図１０により示される実施形態では、このプロセス
は、単純化できる。例えば、単一のデータ構造を平日の間の単一のセットの時間ウインド
ウ用に使うことができ、単一のデータ構造を週末の間の単一のセットの時間ウインドウ用
に使うことができる。これらの平日時間ウインドウを合算して平日在室レベルを生成でき
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、週末時間ウインドウを合算して週末在室レベルを生成できる。上述のように、週末在室
レベルを、平日在室レベルと合算して最終在室レベルを生成できる。
【００８４】
　他の実施形態（図示せず）では、異なる時間ウインドウを異なる重みを使用して合算で
きる。一実施形態では、朝の在室レベルを生成でき、夕方の在室レベルと合算できる。別
の実施形態では、食事時間の在室レベルを生成でき、食事時間以外の在室レベルと合算で
きる。これらの異なる時間ウインドウを異なる重みを使用して合算できる。例えば、合算
する場合、食事時間の在室レベルは、非食事時間の在室レベルより大きい重みを与えるこ
とができる。本開示を考慮すると、多くの他のタイプの組み合わせおよび時間ウインドウ
配列の繰り返しが使用できることが理解されよう。
【００８５】
　図１２は、一実施形態における不在状態機能を有効化すべきか否かを判定する方法のフ
ローチャート１２００を示す。方法は、設置またはサーモスタットのリセット（１２０１
）を含むことができる。リセットは、ユーザーにより手動で開始されてもよく、または、
制御サーバーにより遠隔指示されてもよく、さらに、方法は、センサー読取り値の記録（
１２０２）を含むことができる。一実施形態では、センサーの読取り値は、サーモスタッ
トのハウジング内に設置され、在室センサーの反応領域内でユーザーの物理的な存在を検
出するように構成された在室センサーからのものであってよい。在室センサーは、処理シ
ステムと動作可能に通信できる。一実施形態では、在室センサーは、ＰＩＲセンサーを含
むことができる。
【００８６】
　処理システムは、ハウジング内に配置され、ユーザーインターフェイスに接続できる。
処理システムは、周囲の空気温度を測定するために１つ以上の温度センサーと動作可能に
通信し、設定温度値を決定するためにユーザーインターフェイスなどの１つ以上の入力デ
バイスと動作可能に通信し、さらに、少なくとも部分的に測定された室温および設定温度
値の比較に基づいてＨＶＡＣシステムを制御するために、暖房、換気、および空調（ＨＶ
ＡＣ）システムと動作可能に通信するように構成できる。
【００８７】
　センサーの読取り値は、試験期間に取得できる。一実施形態では、試験期間は、設置時
、および／または、サーモスタットのリセット時に開始される。試験期間は、時間のどの
ような間隔であってもよく、これには、５～８日、ならびに１週間が含まれる。取得され
たセンサーの読取り値は、一実施形態では、複数の時間ウインドウに対して保存できる。
試験期間は、複数の時間ウインドウに分割でき、在室センサーからのそれぞれの読取り値
は、対応する複数の時間ウインドウの内の１つに保存され、その時間ウインドウの間に読
み取りが発生する。一実施形態では、操作に相当するセンサーの読取り値、または、サー
モスタットと対話する、もしくはサーモスタットを調査することが推察される意図に相当
するセンサーの読取り値は、除外できる。
【００８８】
　また、方法は、試験期間の終了を決定する（１２０４）ことを含むことができる。試験
期間の終わりに、試験期間に対する在室レベルを、保存されたセンサーの読取り値、また
は、試験期間に在室センサーが何回ユーザーの物理的な存在を検知したかの保存された指
標に基づいて、計算できる。一実施形態では、平日に対応する保存された指標は、在室レ
ベルを計算する際に、週末に対応する保存された指標のサブセットとは異なった方法で処
理できる。
【００８９】
　一実施形態では、処理システムは、上述のようにヘッドユニットプロセッサおよびバッ
クプレートプロセッサを含むことができる。バックプレートプロセッサは、在室センサー
の読取り値を受け取り、保存し、さらに管理できる。一実施形態では、その読取り値を、
在室レベルを生成し、在室レベルが基準閾値を満たすか否かを判定するために、試験期間
の終わりにヘッドユニットプロセッサに送信できる。別の実施形態では、バックプレート
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プロセッサは、ヘッドユニットプロセッサを起動させることなく、全てのこれらの機能を
行うことができる。
【００９０】
　方法は、さらに、基準閾値が達成されるか否かを判定すること（１２０６）を含むこと
ができる。不在状態機能では、サーモスタットが設置されている居住空間に対し、在室セ
ンサーにより取得される読取り値に基づいて、非在室状態を示す不在状態基準が満たされ
ていると処理システムが判定するときに、サーモスタットは不在状態動作モードに入る。
不在動作モードは、自動設定温度セットバックモードを含むことができる。
【００９１】
　一実施形態では、基準閾値は、サーモスタットの在室センサーにより在室情報が容易に
検知される居住空間中の位置にサーモスタットが配置されているか否かを確認するように
設計することができる。一実施形態では、基準閾値は、約０．０２～０．１０の在室レベ
ルである。別の実施形態では、基準閾値は、約０．０３５の在室レベルである。
【００９２】
　基準閾値が満たされたか否かの判定は、試験期間に対する在室レベルを基準閾値と比較
することを含むことができる。別の実施形態では、この判定は、試験期間の読取り値から
の情報を、試験期間中に在室状態の十分に正確な指標を在室センサーにより検知したか否
かを確認するための基準閾値と比較できる。
【００９３】
　方法は、試験期間中に在室状態の十分に正確な指標が検知されたと判定される場合にサ
ーモスタットの不在状態機能を有効にすることを含むことができる（１２０８）。一実施
形態では、処理システムは、さらに、第２の試験期間後、不在状態機能を有効にするか否
かを判定するように構成できる。第２の試験期間は、基準閾値を達成できなかったことを
受けて開始できる。換言すれば、第２の試験期間は、最初の試験期間中に在室状態の十分
に正確な指標が検知されなかったという判定後に開始できる。不在状態機能を有効にすべ
きでないと判定される場合は、方法は、新しい試験期間中の新しい在室センサーの読取り
値の記録を再度開始できる（１２１０）。
【００９４】
　本開示の他のセクションでの開示詳細も、図１２に関連して記載された方法に組み込む
ことができることは理解されよう。例えば、試験期間は、反復時間ウインドウに分割して
メモリー位置に保存し、本明細書で開示の種々の方法に従って、後で組み合わせて、在室
レベルを計算できる。他の類似の特徴も上述の方法に組み込むことができる。
【００９５】
　図１２に図示された特定のステップは、本発明の種々の実施形態に従って、不在状態機
能を有効にすべきか否かを判定する特定の方法を提供することを理解されたい。他のステ
ップの配列順もまた、代替実施形態において実施可能である。例えば、本発明の代替実施
形態では、上記に概要を示したステップを異なる順に実施可能である。さらに、図１２に
示す個別のステップは、個別ステップに対し、適宜種々の配列順で実施できる複数のサブ
ステップを含んでもよい。さらに、特定の適用に応じて、追加のステップを加えるか、ま
たは除くことができる。当業者であれば多くの変更、修正、および代替物に気付くであろ
う。
【００９６】
　従って、（ａ）装置をセットアップする際に、ユーザーが自動不在状態機能を許容する
（有効にする）か、許容しない（起動しない）かを判定する必要性に心を煩わせることが
なく、同時に、（ｂ）装置がその決定をする「資格を有する」とそれ自体が判定しない限
り、自動不在状態を開始せず、それにより、ユーザーがまだ実際に敷地内にいる間に、装
置が自動不在状態を開始する（例えば、冬期中の設定温度を下げる）ケースを回避する（
または実質的にその可能性を減らす）という点で重要な「最初の接触」期間の間、および
、同じく重要な最初の数日、および／または、その後の数週間の間に、使い勝手のよい、
楽しく、心地よい体験をするのに役立つ装置（特に便利な実施形態は、サーモスタットで
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ある）、その関連のユーザーインターフェイス、および関連方法およびシステムが１つ以
上の実施形態により提供される。一方で、前述の記載を読んだ後には、本発明の多くの変
更および修正が当業者には明らかになろう。例示の目的で示され、説明された特定の実施
形態は、限定するものと考えられることを何ら意図していないことを理解されたい。従っ
て、好ましい実施形態の詳細への言及は、それらの範囲を限定する意図はない。
【符号の説明】
【００９７】
１００  サーモスタット
１０８  外側キャップ
１１２  外側リング
１１４  カバー
１１６  電子ディスプレイ
１２０  数字
１２４  金属部分
１３０  センサー
１６０  処理システム
１６４  ディスプレイドライバー
１６６  無線通信システム
１７０Ａ  アクティブ近接センサー
１７０Ｂ  周辺光センサー
２０８  サーモスタット
２１０  ヘッドユニット
２１２  バックプレート
３１０  フレーム
３２０  バックプレート回路基板
３２２  ワイヤコネクタ
３２４  コンデンサー
３３０  ヘッドユニット
３３２  バックプレート
３４０  回路基板
３４２  操作センサー
３４４  充電式バッテリー
３５０  アセンブリ
３６０  電子ディスプレイ
４０２  電子ディスプレイ
４０４  オーディオシステム
４０６  操作センサー
４０８  ユーザーインターフェイス
４１０  無線通信
４１２  モジュール
４１４  ＺｉｇＢｅｅモジュール
４１６  コアサーモスタット操作
４１８  在室検知
４２０  建築物特性
４２２  動作スケジュール
４２４  状態オブジェクト
４２６  クラウド管理システム
４３０  バックプレート処理機能
４３２  インターフェイス
４３６  インターフェイス
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４３８  ヘッドユニット処理機能
４４０  ワイヤ挿入検知
４４２  外部回路
４４４  スイッチ作動
４４６  回路
４４８  センサーポーリングインターフェイス
４５０  値メモリー
４６０  パワーマネージメントユニット
４６２  パワーマネージメントモジュール
４６４  電力制御回路
４６６  バックコンバータ
４６８  バッテリー制御器
５０８  マイクロコントローラ
５１０  電力供給回路
５２０  全波ブリッジ整流器
５２２  波形平滑化ブリッジ出力コンデンサー
５２４  バックレギュレータ回路
５２７  バックプレートパワーマネージメント回路
５２８  調節回路
５２９  ヘッドユニットパワーマネージメント回路
５３０  リチウムイオン二次電池
５３２  ヘッドユニット処理システム

【図１】 【図２】
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